法人市民税の減免について

公益社団法人及び公益財団法人、法人税法第２条第６号の公益法人、団地管理組合法人、特定非営利活動法人等で、収益事業を行わない場合に限り、宮崎市税条例により法人市民税が減免されます。該当法人は下記のとおり申請してください。期限後提出の場合、減免は受けられません。

なお、前年度減免を受け、かつ事業内容に変更がない場合に限り、収支に関する資料の提出は不要です。
∗収益事業とは、法人税法で規定された範囲と同じです。

　

記

提出書類：　　①　法人市民税均等割申告書

　　　　　　　　 ②　減免申請書

　　　　　　　　     ※法人番号欄には、マイナンバー制度の法人番号をご記入ください。

　　　　　　　　 ③　収支に関する資料（申告書の計算期間の損益計算書・事業報告書 等）

　　　　　　　　　　　 ※前年度減免を受けていない、または事業内容に変更がある法人のみ

※総会等で承認の必要な法人は後日の提出で可

　　　　　　　　 ④　税務署に提出した収益事業廃止届出書のコピー

　　　　　　　　　　　 ※新たに収益事業廃止となった法人のみ

　　　　　　　　 ⑤　税務署からの実費弁償に関する確認書類のコピー

※①②については、申請期限までに必ず提出してください。
※③④⑤については該当法人のみ提出してください。

申請期限：　毎年４月３０日
　　　　　　　　ただし、上記の日が休日（土日及び祝祭日）の場合は、次の開庁日が期限となります。
　　　

　　　　　　

＊年度途中で収益事業を開始される場合には届けが必要になりますのでご連絡ください。

〈問い合わせ及び提出先〉

〒８８０－８５０５

宮崎市橘通西1丁目１番１号

宮崎市市民税課諸税係

電　話　０９８５－２１－１７４２
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